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商業独占による畜産部門の流通支配
小 谷 正 守
1. はじめに
本稿では，商業独占による畜産物の流通部面および生産部面における支配構
造とその支配形態を析出することにある。
近年，消費構造の変化に伴って食肉，加工食肉の需要が顕著な増加傾向を示
しているが，また他方では消費者物価の上昇が続伸している。とくに肉類につ
いてみると，昭35~39年の年平均上昇率は8.2%,40~47年では6.2%の上昇率
となっており 1), 物価上昇の元凶ともいうべき対象となっている。消費者物価
上昇の要因については，肉類を含めて生産者価格に帰属させる視点，流通機構
に問題を転嫁する視点，あるいは消費者需要を問題にする視点などさまざまの
論議をもって指摘されている。これらの視点のいづれに科学的経済法則が貫ら
抜かれるのかは後述するわれわれの分析で明確にされるだろう。とはいえ，何
よりもまず確定しておかなければならない重要な点は，その要因を畜産農家の
手取価格や，あるいは消費者需要の超過に求めたりすることは，問題の陰ぺい
や歪曲を許すことがあっても，すくなくともその核心に迫ったことにはならな
いということである。もし仮に，肉類の価格上昇の要因を畜産農家に転嫁さ
せ，したがって独占利潤を畜産農家にもたらしているという論理が成立すると
せよ，わが国高度成長政策のひずみともいうべき農工部門の不均等発展，それ
から起因するさまざまの農民問題一例えば離農，脱農，兼業農家，出嫁ぎ，日
1)総理府統計局「消費者物価指数年報J1972年。人口 5万以上の都市中分類指数による。
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雇，季節工など枚挙に暇ないーとの論理の斉合性の矛盾に陥ってしまう。畜産
農家が独占利潤の獲得を可能にすることができるとすれば，このような農民問
題が起る筈がないからである。そればかりではない。農業政策とは，農民本位
のためのものでなければならない筈のものが，農民不在の農業政策を独占資本
をバックにして推進することにより，その政策主体を実質的に独占資本に委ね
たままで農民・農業問題を解決しようとしていることである。
ともあれ，われわれがこれから分析する視点は，資本主義的商品の矛盾のな
かに農業問題を見いだすのであって，独占資本による畜産部門の生産・流通構
造の支配も当然それに包摂されるのである。それを明らかにすることが本稿の
課題である。
2. 商業独占による畜産部門支配の背景
第 2次大戦後の商業独占1)(以下商社資本という）による畜産部門の進出を可能
にした条件は次の点にある。第2次大戦下における軍需優先政策によって殷業
部門の極度の低下と農業生産の疲幣により，これらの諸結果は敗戦直後の食糧
危機の激化であり，まさに飢餓線上の食糧事情そのものであった。このような
事情は，すでに農業恐慌の危機にひんしていたアメリカの余剰農産物を援助
（援助ではないことは後に明らかにされるのだが）としてわが国が受け入れるのに，
極めて好条件を生むと同時に，それに引きかえに，アメリカ帝国主義の内外的
1)ここでは，商業独占の形成過程を問題にするのではなく，すでに形成され，その典型
的形態をなす総合商社上位10社を中心に畜産部門の流通構造支配の展開過程を捉える
ものである。総合商社上位10社の1972年度総売上額は 26兆5,871億円に達し， これは
国家予算の2.2倍，国民総生産額の 27.9形を占め， わが国の総輸出額に占める割合は
51%, 輸入総額では63%に及んでいる。また，わが国企業で総売上額が 1兆円台に達
しているのは 14社のみであるが， そのうち10社は総合商社によって占められている
（上記数字は，『東洋経済統計月報」 1973年9月号による）。
なお， 商業独占の生成については， 森下二次也『現代商業経済論」有斐閣， 1960 
年，第3部， およびw.ハインリックス著， 鈴木武訳『独占的商業の理論』ミネルヴ
ア書房， 1971年，第2章を参照せよ。
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矛盾の解決の一端に加担するという対米従属の農業政策が本格的に開始される
ことになったのである。アメリカ農業にとって悩まされてきたものは年々の農
産物過剰問題であった。小麦その他の余剰農産物をMSAにより対日輸出に切
りかえることによって，国内的にはアメリカの農業恐慌の回避を可能にし，他
方ではアメリカの安全保障の確立のうえでわが国が極東地域の防波壁としての
役割を加担させられ，その資金を利用して日本再軍備の形態で負担させるとい
う従属的な同盟国として育成強化の役割を果すことになったのである。これこ
そまさに「アメリカにとって内政と外交を同時に解決する一石二鳥の政策o」
であったのである。このようなMSA小麦の輸入がわが国の食糧政策と結び付
くことによって，一方では警察予備隊 (50年）から自衛隊 (54年）にいたる日本
軍国主義復活への道が促進されるとともに，他方では，さきに述べた食糧事情
の逼迫に対して米麦を中心とする食糧増産政策によって54年頃には食糧需給が
一応ゆるみはじめたのであった。
ところで，食糧増産政策とアメリカの余剰農産物は独占資本にとっては拡大
再生産，したがって高蓄積を促進するにもっとも跳躍的槙粁ともなった。すな
わち，食糧増産政策は，一応米不足の漸次的な解消に向うに応じて，わが国の
農政転換を余儀なくされると共に，米価の決定が食管会計の赤字を理由に低生
産者米価に抑えらされるという，まさに農民にとっては未曽有の危機を迎るこ
ととなった。ともあれ農民にとっての米麦中心の農業生産を根底から揺れ動か
すことになった。一方， 50年代後半から独占資本は，かえってこれを積朽に高
蓄積，高度成長の基盤をこれまでにも増して急速に昂進させ，農工間の不均等
発展をいっそう拡大させるという形態をとり始めることとなる。この不均等発
展はより直接的にはさきの農地改革によって創出された小零細自作農民にとっ
ては，農民層分解となって現われ，それは離農や兼業や出稼ぎへの依存度をま
すます高める結果をまねくのであった。例えば，農家全体に占める兼業農家の
1)近藤康男『日本罪業論』（下） 1972年，御茶の水書房， 636ページ
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割合は， 50年代初頭の50彩前後にたいし， 60年代にはそれがいっそう拡大して
70%に近いものとなり，しかも第2種兼業はその半数を占めるという変化を示
した。 70年にはその割合はさらに増大して80%を超え，第2種兼業の割合はそ
のうち50%を超えたのである。 72年にはこの比率は86%に達し，第2種兼業比
率は60%に近いものとなった。このように，独占資本の高蓄積を支え，高度成
長を可能にしたものは，農家人口の農外流出による労働者の劣悪な労働条件を
主軸に，そしてまた残された専業農家といえども農産物の商品化比率を高める
うえからも，包括的かつ全面的に独占資本の支配・従属体制の枠組に再編成さ
れることを余儀なくされることとなった。
ところで， 60年代にとられた農政は当然高度成長政策の強行による50年代後
半から農政転換の準備が進められてきたものであって，例えば61年の農業基本
法がその根幹的な政策の主柱として前面に現われた。その主要な内容は次の通
りである 2)。
まず，高度成長のもとで急激に拡大した農工間の所得格差を解決し，生産性
の高い自立経営農家を育成すること，第2に，すでに需要の伸びなやみの米，
麦，雑穀その他の耕種作物に代り，今後その伸びが大きいとみられる畜産，果
樹，野菜などの部門を拡大し，それを農産物の核心的部分に策定していこうと
する選択的拡大の方向がそれである。しかし，このような農政の目標とは，農
民を自立できるものとできないものとをはっきり選別するということであり，
また農民の 2極分化を加速的に推進することによって零細農民を脱農させ，し
たがって，独占資本のための労働力の創出の役割を担う一翼であって，総資本
の立場や要求を貫くものであった。また，米，麦中心の農業から選択的拡大に
よる生産転換の背後には，当時アメリカを中心に世界的に広がった小麦，飼料
穀物を始めとした農産物の深刻な生産過剰化傾向と，それをめぐる強力な輸出
攻勢があったのである。ことに，アメリカの過剰農産物問題がわが国にとって
2)井野隆一他編著『国家独占資本主義と農業』上巻，大月書店， 1973年， 64~66ページ
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は，輸入飼料を槙杵とする選択的拡大としての畜産部門との結合を可能にし，
さらに独占的商業資本としての商社資本の農業進出の基点ともなった。
いうまでもなく，畜産部門に対する総資本の要請は二面的である。アメリカ
の余剰農産物としての飼料の輸入とその国内市場への販売である。当然，飼料
の輸入を取扱う商社資本の要請は畜産農家の経営規模の拡大であり，その経営
形態はは当然畜産農家の多頭羽飼育であった。また飼料消費のもっとも高い畜
種の生産の増大を要求することによって，生産部面での生産手段を直接的に掌
握し，そのことによって飼料の流通支配と飼料消費による畜産物の流通支配を
通じて畜産農家の収奪をはかることであった。商社資本の要請は，まさにわが
国農政の基調とも一致して，米麦を中心とする耕種農産物に代って，畜産物
ヘ，しかもそれは飼料消費のもっとも高い，そしてまた耕地の制約をうけるこ
とのすくない，しかも工場生産的な性格が養豚や酪農や肥育牛より以上につよ
く，鶏舎構造の改良，品種の改良，飼料の給与機械など大羽数飼養の経営的技
術条件が相対的優越性S)をうることのできる鶏卵，鶏肉部門からまず着手され
た。それが次第に飼料消費の可能条件を拡大して豚，乳牛そして肉牛へと畜産
部門一般に飼料消費の増大をすすめていった。
さて，農業に直接無縁ともいうべき商社資本がなにゆえに畜産部門に進出し
たのか。この問題を商社資本それ自身の資本の論理としてその進出の背景をみ
ておこう。
まず，この点の指摘について山中豊国教授は次のような理論を展開されてい
る。それを要約してみておこう 4)。
戦前の商社資本，ことに旧財閥系商社は産業資本の脆弱性の故に，例えば，
鉄鋼資本であれ紡績資本であれ国内的には独占的地位を占めていたにもかかわ
らず国際的水準からみて生産の集積，集中が極めて劣弱であったために，商社
3)石渡貞雄編『日本農業の生産力構造』御茶の水書房， 1970年， 57ペー ジ。
4)山中豊国「日本マーケティング発達史」森下二次也監修『マーケティング経済論』下
巻，第5章， ミネルヴァ書房， 1973年。
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資本は原料の輸入や供給，あるいはそれらの製品販売や輸出を全面的にそれに
依存し，その限りにおいて商社が重要な役割を果したのである。ところで，独占
の産業基盤が高度に進展し，資本の集積，集中がやがて商社の位置を変化させた
といわれる。このことは，第2次大戦後においてとくに顕在化する。というの
は，これまで商社資本の果した役割は，主として生産財における流通構造の掌
握であったといってよい。しかし，独占資本の生産財は独占企業によって供給
され，独占企業によって需要される限り，商社資本の果す役割にはおのずから
限界がある。というのは，このような生産財の需要創造は独占資本間の競争の
なかで売買される限り，消費財の需要創造に比べ逃かに限定される，と5)。
さて，このようにして，生産財の独占資本間の取引は却って商社資本を排除
する傾向をもつにいたったのである。このような商社資本の性格は，戦後とく
に旧財閥商社系の場合にも現われており，例えば，三菱商事の取引は30彩が三
菱グループ，三井物産では三井グループからは20形にも満たない取引となって
いる6)。商社資本の流通支配は，独占資本の流通構造によって規定されるか
ら，商社資本はそれに対応して，生産財中心の流通パイプから消費財の流通支
配の転換を余儀なくされ，それこそラーメンからミサイルまで流通機構の介入
の拡大を必然的にとらざるをえないのであった。畜産部門への進出もそれに包
摂されている。
第2に，独占資本の流通支配のための流通再編成の高度な展開である。わが
国の戦争遂行能力の大部分を支えてきた商工業部門における独占資本は，第2
次大戦後，対日占領政策の三大改革の一つであった「集中排除法」に基づく財
閥解体により，あるいは支配的巨大トラストの分割や，コンツェルンの復活を
阻止するものとして「私的独占禁止法」の制定などによって解散，分割された。
これらの諸施策は，その初期においては一定の目的を達成したといえよう。
5)山中豊国「マーケティングの発展と流通費用」森下二次也監修『前提書』，上巻． ミ
ネルヴァ書房， 1972年， 129ペー ジ。
6)『東洋経済統計月報Jl973年9月号， 6ペー ジ。
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ところで，保守蟄力の抵抗や国際状勢の緊迫化に伴って，対日占領政策は大
きく転換し，そこでは経済九原則＝ドッジ・ラインや集中排除法の緩和，独禁
法第 1次改正（昭和25年）など，また，朝鮮戦争をめぐる動乱プームとその後
の反動不況の過程のなかで，基幹産業を中心として次第に重化学工業部門への
発展をなし逐げていった。このように，朝鮮戦争を契機として急速に発展した
日本資本主義は，独禁法第 2次改正（昭和28年）を契機に系列銀行を中心に基
幹産業各部門の融資，株式所有，人的結合に基づく財閥復活として再編，強化
されることになる。ことに重化学工業化のための巨大な設備資金の資金源泉が
同系金融機関の同系独占企業に対する系列融資として再編された。• これに対応
して商社資本も再編成ー合同，合併，系列化，集団化ーヘと，対内的には組織
の再編成強化をはかり，対外的には国家との結びつきにおいて海外市場との結
合と進出をはかったのである。このようにして，商社資本は系列金融資本をバ
ックにして貿易自由化の拡大や高度成長政策の誘導のもとに，関連資本の水平
的統合を構築しながら流通過程を総括し，市場構造を支配するために，多数多
種類の商品を扱い，しかもその活動は多角的で文字どおり総合商社という独占
的商業資本の地位を確立するに至った。商社資本の畜産部門への進出は，この
ような，背景に基づく必然的な資本の法則の貫徹である。
第3に，商社資本が有利な条件を確立しえたのは，畜産農家の経営が極めて
零細であるばかりでなく，農民は形式的には独立小生産者として小農制生産方
法をとっているということである。小農制が支配的なところでも，市場機構を
通じて，小農制と資本制が密接に接近すると，実質的には再生産過程内で資本
に支配され，農民労働が生産する剰余価値のほとんど全部を市場取引をとおし
て資本に支配され，農民労働が生産する剰余価値のほとんど全部を市場取引を
とおして資本によって吸い上げられてしまうのである 7)。資本が農業を直接的
に生産過程においてではなく，農業生産はこれを小農に一任し，間接的に市場
7)硲正夫『増訂日本殿業の経済構造』時潮社， 1971年， 86~88ページ。
硲正夫「現代農業問題と経済法則」『大阪市大経済学年報』 No.32.18ページ。
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を通じて包括的に支配しできるのは，農業が小農制であることに淵由してい
る8)からであり，また農民が生産する農産物が非独占的商品（完全競争商品B))
として流通しているからである。このような小農制を基礎にし，その価格が非
独占的商品として流通する限りにおいて独占資本の畜産物部門への流通部面や
生産部面への支配や進出は，いっそう容易であるばかりでなく， 「資本主義生
産は農業ではなく工業で始まり， そのあと農業吝だんだん支配していく 10)」
という基本的法則が貫徹される。それゆえに，農業は形式的には独立生産者で
あっても，農産物の販売，生産財，消費財の購入，労働力の販売，賃金の流れ
などの諸流通を通じて実質的には資本の支配に服することになる11)。 これを
畜産部門についていえば，畜産農家は乳業資本，商業資本，種畜資本，飼料資
本，加工資本，農機具資本などの独占企業から，生産手段の購入や畜産物の販
売を通じていっそう包括的，全面的に収奪されるのである。
さいごに，とくに指摘しておかなければならない重要な点は，巨額な資本カ
を流通部面に動員し，また資本結合と産業結合を基底とした構成要素をもつ巨
大商社資本によって獲得された過剰資本を，非独占部門としての畜産部門の生
産部面や流通部面に投下することによって，その生産構造や流通構造の支配を
可能にしたということである。ことに，流通部面に投下される過剰資本は，需
給操作や価格操作にもってこいの条件をつくり出すばかりでなく，ことに生活
関連物資のばあい買い占めや投機によってもっとも容易に巨額の独占利潤を取
得することが可能であることは明らかである。このようなことは，かっての糸
ヘン商社が生産財としての原棉の投機によって莫大な利潤を獲得していた12)
ことをみても明らかである。これら畜産部門の具体的分析は章を改めて論ずる
8)硲正夫，前掲書， 241ペー ジ。
9)硲正夫，前掲論文， 35ペー ジ。
10)マルクス『剰余価値学説史』マルエン全集（大月書店版）， 26巻，皿， 123~4ページ。
11)硲正夫『増訂日本農業の経済構造』 241ペー ジ。
12)松井清編『近代日本貿易史』第2巻，有斐閣， 1961年，第3章。
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ことにしよう。
3. 商業独占による畜産部門の支配形態
畜産部門における商社資本による流通部面の支配・従属・系列化の典型的形
態は農業部門のうちでもとくにもっとも高度な性格をもって登場している。こ
のような商業独占による収奪の諸政策は，独占段階にみられる工業部門の独占
企業による流通構造の支配となんらの差異も認められない。
ところで商社資本による畜産部門の支配，従属，系列化の典型的形態は畜産
インテグレーション1)という資本の支配にもとづいておこなわれている。この
支配構造は単なる流通部面の支配にとどまるものではなく畜産物の生産部面や
加工・処理部面への支配をも融合させることによって収奪部門を工業部門から
農業部門へと拡大していることを意味する。すなわち生産部面においては畜産
生産者の生産手段たる飼料や種畜などの販売及び畜産物の加工部面において畜
産生産者から購入する畜産物と加工部面への販売において，あるいは畜産物の
流通部面において独占利潤を収奪する。また一方では流通部面における資本の
支配にとどまらず商社資本そのものが生産・加工・流通のそれぞれの部門に直
接的に資本を投下することにより，あるいは生産部面の一部分を分割させるこ
とによって2)畜産部門全般の独占的支配を強化し，独占利潤を収奪するのであ
る。これらの諸部門を考察しよう。
(1) 商社資本の飼料による流通支配
独占企業による畜産部門への進出の端緒は，もともとアメリカの余剰農産物
としての穀物飼料輸入を扱う商社資本が，国内市場への飼料の販売の拡大，す
なわち市場開拓のために始められたことはすでに述べた。商社資本は飼料の輸
1)インテグレー ションという用語は， もともとプロイラー養鶏による生産部面から流通
部面までを垂直的，統合的にシステム化した商社資本の集積，集中の総合形態である。
2)例えば素畜を農家に契約・預託肥育する。
127 
476 闊西大學「経清論集」第23巻第4・5号
入と国内市場における流通部門の市場構造を支配することにより，すなわち飼
料資本を系列化し従属化することによって独占利潤を獲得するのである。
まず，飼料の生産・流通構造についてみておこう。配合飼料の生産量は，表
3-1にみられるように，年々増大の一途をたどっている。特に， 昭和30~31年
の増加率は1.4倍へ， 34年~35年は55%の増を示している。また，それに対応
して，輸入飼料も表3-2にみられるように極めて顕著な増大を示している。ま
ず主要飼料用穀類を穀種別にみれば， トウモロコシ，グレーンソルガムの割合
がもっとも高く，ついでライムギ，オートなどとなっている。 46年の輸入先構
表3-1 配合飼料の生産高 （単位， トン％）
年次 1 生 産 高 I年次 I 生 産 高
昭 3 24,887 昭24 75,000 
4 44,786 25 飼料配給公団解散 不明
5 65,919 26 とうもろこしの輸入のみ
6 145,515 不明 108,000 
7 244,682 27 不明 103,000 
8 218,590 28 308,000 ， 469,000 29 508,000 
10 197,000 30 523,000 
11 43,000 31 1,234,000 
12 62,000 32 1,334,000 
飼料配給統制法公布3月30日 33 1,364,000 13 89,000 34 1,853,000 
14 飼料配給会社設立 不明 35 2,882,000 
15 438,000 36 4,096,000 
16 配合飼料共販会社3月11日 37 4,784,000 設立 702,000 38 5,759,000 
17 507,000 39 7,496,000 
18 日本飼料会社設立7月31日 40 8,150,000 368,000 
19 344,000 41 9,898,000 
20 不明 42 10,324,000 
21 不明 43 11,357,000 
22 不明 44 13,362,000 
23 飼料配給公団設立 56,000 45 15,076,000 
46 15,693,000 
（注）亀高正夫編著「飼料の実際知識」東洋経済1970年， 3ページに追加。
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235.9 
108.1 
102.2 
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121. 4 
104.3 
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表3-2 主要飼料用穀物の輸入状況
44 年 45 年
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46 年
数量 1 金額 数量 1 金額 数量丁I悶叫金額開年
t 百万円 t 百万円 t ％ ％ 百万円 ％ 
トウモロコシ 4,172,128 89,389 4,382,702 105,826 3,401,350 78 100 85,734 81 
アメ リ 力 2,939,522 62,990 3,273,038 78,384 1,895,210 61 56 48,245 62 
ク イ 450,571 9,241 513,449 12,738 831,789 162 24 20,911 164 
グレーンソルガム 2,851,196 57,014 3,772,725 82,936 3,798,104 101 100 88,704 107 
アメ リ 力 1,927,628 38,868 2,144,019 48,065 1,573,662 73 41 38,513 80 
アルゼンチン 856,596 16,760 1,283,955 27,848 1,102,792 86 29 25,129 90 
オーストラリア 689 14 262,615 5,840 1,009,027 384 27 22,405 384 
オ 卜 76,984 1,477 126,649 2,331 189,696 150 100 4,194 180 
オーストラリア 76,207 1,452 125,417 2,300 187,199 149 99 4,114 179 
ラ イ ム ギ 27,942 574 68,968 1,473 146,290 212 100 3,017 205 
力 ナ ダ 27,749 569 66,932 1,423 145,815 218 99.7 3,006 211 
大蔵省「日本貿易月表」による。
成についてみると（表3-2), トウモロコシの80彩をアメリカ(56彩）とタイ (24彩）
に，グレーンソルガムの97彩をアメリカ (41彩）アルゼンチン (29彩）， ォース
トラリア (27彩），オートの99%をオーストラリア，ライ麦の99.7彩をカナダに
依存している。このようにわが国の畜産物の飼料はその大半を輸入に依存して
いることから， 47年度の政府の飼料需給計画による濃厚飼料輸入依存率（全濃
厚飼料需要量／輸入飼料量）は61.7彩S)と推定される。また，主要飼料原料の配
合割合についてみると，表3-3にみられるように， 60年度ではとうもろこし
(42%)とふすま (11彩）が大半を占めていたが，とうもろこしとこうりゃんの
配合割合が年々増加して70年の構成比ではほぼ同比率を示し，ふすまなどの糟
糠類が減少傾向をたどっている。また， 71年からは過剰米が飼料用に使用され
るようになり 4), 71年11月では 9彩を占めている。
このように飼料輸入とその配合・混合飼料生産の顕著な増大をもたらした要
3)『日本農業年鑑』 1973年， 186ペー ジ。
4)農林経済研究所『日本畜産の新しい末来像』 1972年， 73ペー ジ。
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表3-3 主要飼料原料の配合割合の推移（単位：千トン， 96)
~I 兵tIこうりゃんI米 Iふすま 1大豆油かす1魚 粉
60 1,371 50 302 157 (41. 5) (1. 7) (10.5) (5.4) 
65 2,869 1,544 554 623 (35.0) (18.9) (6.8) (7.6) 
66 (352,2.353 ) (23,3.656 ) 566 806 (5. 7) (8.1) 
67 3,313 2,581 <l悶 (8詈(32.0) (24.9) 
68 4,284 2,275 508 939 (37.6) (20. 0) (4.5) (8.2) 
69 4,765 2,939 541 1,239 (35.5) (21. 9) (4.0) (9.2) 
70 ・ 4,417 3,872 500 1,469 (29.4) (26.3) (3.3) (9. 7) 
70(10~12月） :!., 168 (21. 81.80 ) 68 129 407 (27. 7) (1. 6) (3. O) (9. 6) 
71(11月） 354 343 129 46 145 (24.4) (23. 7) (8.9) (3.2) (10.0) 
（出所）農林経済研究所「日本畜産の新しい未来像J1972年， 73ページ
表3-4 プイラーの飼養戸数出荷羽数の規模別構成比
~年次 l未,000満羽 1,000~ 3,000~ 5,000~ 10,000~ 30,000 総撒（出（千戸荷）羽敷羽） 3,000 5,000 10,000 30,000 羽
未満 末満 未満 未満 以上
1964 霜 35.2 彩 26.6 彩 11.196 10.4% 5.2彩 22,900 5.1 15.1 14.7 23.0 42.1 76,751 
65 ば 26.1 25.2 14.1 15.7 9.0 19,010 3.1 12.1 13.3 25.9 45.6 80,620 
66 :こ 16.1 23.4 19. 7 18.2 13.1 18,710 1. 7 7.8 13.2 24.2 53.1 111,810 
67 ば 15.0 22.5 18.7 22.0 21. 8 17,570 12/1 0.9 5.1 8.4 18.3 67.3 135,401 
68 ば 1. 5 18.3 18.7 22.5 22.5 6.5 16,609 II 0.8 3.7 6.8 15.0 38.7 35.0 153,109 
69 ば2/1 
70 ば 9.3 14.1 15.8 24.2 27.0 9.6 18,055 2/1 0.5 2.3 4.6 13.2 37.1 42.3 266,513 
71 tヽ7.0 i2.o 14.2 23.7 31. 6 1. 5 19,672 2/1 0.3 1. 7 . 3. 7 111. 5 36.0 46.8 300,842 
72 謬 4.9 10.4 12. 0 21. 4 35.2 15.5 17,781 2/1 0.2 1.1 2. 7 8.6 32.7 54.7 328,902 
171 
(5.9) 
346 
(4.2) 
342 
(3.4) 
382 
(3. 7) 
(4愕
502 
(3. 7) 
474 
(3.1) 
127 
(3.0) 
47 
(3.2) 
一戸当り
平均飼養
羽数
624 
892 
1,144 
1,686 
1,980 
2,367 
3,049 
3,558 
4,451 
（出所） 『ボケット農林水産統計』 '70,'73年より算出，飼養戸数には出荷なしを除外。
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因は，プロイラーの生産である。表3-4に示されているように， 64年におけるプ
ロイラーの 1戸当りの平均飼養羽数は624羽であり， 1万羽以上の飼養戸数と出
荷羽数の全体における割合はそれぞれ5.296, 42.1彩であったが， 72年には 1戸
当り4,451羽， 1万羽以上が占める戸数，出荷羽数はそれぞれ50,7%, 87. 496と
なっいる。また総出荷羽数は64年が76,751千羽に対し， 72年は328,902千羽で約
4.3倍となっている。このように，プロイラーの生産規模は 1万羽以上の大羽数
出荷者の占める割合が年々増加しているのに対し，逆に 3,000羽未満の出荷者
の全体に占める戸数，出荷羽数の割合は，極めて著しい激減を示している。ま
たプロイラー生産費に占める飼料費の割合は，生体10kg当り，または100羽当り
いづれも63.6% (68年）を占め，飼料費が生産原価の大部分を形成している。こ
のように，配合飼料の畜種別生産量を用途別にみれば，表3-5に示されているよ
うに， 1960年度では養鶏部門が80.Slるを占めていたが71年度には55%へ低下して
いる。いうまでもなく，この要因は，配合飼料の用途が養鶏部門から養豚用，乳
牛用，肉用牛へと消費量の拡大を高めていることにもとずくものであって，こ
表3-5 配合飼料生産量の推移（単位：千トン，％）
五 1 1960 1 1965 1 1966 I 1967 1 1968 1 1969 1 1910 I 1971 
養 鶏 用 2,320 5,312 6,097 6,407 6,992 7,941 8,450 8,573 (80.5) (65.2) (61. 6) (62.1) (61. 5) (59.4) (56.1) (54. 6) 
成鶏用 1,734 (49,0.964 ) (44,4. 93 ) 4,713 (44,9. 9O7 ) 5,464 5,880 
5,894 
(60. 2) (45.7) (40. 8) (39.0) (37.6) 
プロイラー用 586 455 705 795 993 1,401 1,506 1,745 (20.3) (5.6) (7.1) (7.7) (8.7) (10.5) (10. O) (11.1) 
養 豚 用 1,774 (25,5.852 ) (23,4.253 ) 2,433 (323 ,100 3,932 4.032 (21. 7) (21. 4) .2) (26.1) (25.7) 
乳 牛 用 309 804 924 1,067 1,301 1,521 1,741 1,812 (10.7) (9.8) (9.3) (10.3) (11.5) (11. 4) (11. 5) (11. 6) 
肉 牛 用 5 77 125 234 448 (4~0゜ 876 1(7,2. 70) 3 (0. 2) (1. 0) (1.2) (2.3) (3.9) 5) (5.8) 
そ の 他 248 183 200 193 183 199 77 74 (8.6) (2.3) (2.1) (1. 9) (1. 6) (1.5) (0. 5) (0.4) 
計 I 2. 882 I 8. 150 I 9. 898110. 324111. 356 I 13. 362 I 15. 076 I 15. 694 (100. 0) (100. O) (100. O) (100. 0) (100. O) (100. O) (100. O) (100. 0) 
（出所）表3-3,72ページに追加。
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の点特に留意する必要がある。ちなみに， 60~71年度の養豚用，乳牛用および
肉用牛の構成比のそれぞれの変化は， 21.7彩(1965年）から25.7彩， 10.7%から
1. 6彩，0.2彩から7.7%へとその構成比率が増加しており，もっとも高い変化を
示しているのは肉牛用，ついで養豚用，乳牛用の順となっている。同年比較での
増加は肉牛用240.6倍，乳牛用5.9倍，養豚用2.3倍(70/65年）の順になっている。
つぎに，飼料の流通構造についてみておこう。図3-1に示されているように，
図3-1 飼料の流通経路
商社資本によって輸入された飼料穀物は商社資本により系列化された飼料資本
や全農系の加工工場によって用途別に配合・混合飼料として製品化され，畜産
部門の巨大組織を形成している全農系と商社資本の系列化におかれた流通経路
へ出荷される。飼料メーカーの全農系と商社系の生産量の割合を45年について
みれば，表3-6に示されているように，全農系40彩， 商社系列の飼料メーカー
(13社） 43彩，その他17彩となっている。 また全農系を除く，飼料メーカー上
位 3社， 5社， 10社の生産シェアを67年と70年で比較してみると 3社はいづれ
も3796, 5社は48彩から49彩へ， 10社は63%から66%と生産の集中化傾向があ
らわれている。このような生産集中化傾向は，大手の総合商社系のばあいとく
に顕著に進展している。例えば， 46年末には三菱商事の主導による日本農産工
業，東急エビス産業，菱和飼料の 3社が合併して商社系メーカー第 1位の日本
農産工業（資本金54億1千万円，持株比率8.96%, 17工場，平年度生産量約170万トン）が
誕生し， 47年7月には兼松江商の主導により同社系列の兼松農産と関東飼料が
合併して兼松関東農産（資本金6千万円，持株比率6096)が誕生したことなどに
よって，上位10社の生産シェアは80彩にも及んでいる5)。このように，商社資
5)『日本農業年鑑』， 73年版，家の光協会， 187ペー ジ。
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表3-6 主要飼料会社の生産量
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生産量（千トン） 構成比(%)
42,43,44,45 42,43¥44¥45 
全 農 系 13, 6441 4, 11sl 4, 9991 6, 0601 35. 31 36. sl 37. 41 40. 2 
日本農産工業（三菱商事） 1,246 1,272 1,496 1,643 12.1 11. 2 11. 2 10.9 
日本配合飼料（三井物産） 705 757 881 873 6.8 7.6 6.8 5.8 
日清製粉（三菱商事） 573 654 769 851 5.5 5.8 5.9 5.6 
協同飼料（三井物産） 461 440 545 628 4.5 3.9 4.2 4.2 
アミツ飼料（伊藤忠） 213 235 295 387 2.1 2.1 2.3 2.6 
昭和産業（伊藤忠） 259 243 332 334 2.5 2.1 2.6 2.2 
丸紅飼料畜産（丸 紅） 157 233 314 331 1. 5 2.1 2.4 2.2 
豊橋飼料 224 256 302 314 2.2 2.3 2.3 2.1 
大洋漁業 155 126 127 275 1. 5 1.1 1.0 1. 8 
中部飼料 200 237 273 270 1. 9 2.1 2.1 1.8 
林兼産業 209 214 229 249 2.0 1. 9 1. 8 1. 6 
河田飼料（伊藤忠） 120 174 145 189 1.2 1.5 1. 3 1. 3 
清水港飼料（住友商事） 135 140 160 176 1. 3 1. 2 1. 2 1. 2 
そ の 他 1 2.02al 2, 1971 2, 4951 2. 4961 19. 61 19. 41 1s. 1I 16. 6 
。合 計 j10. 324111, 3561I 13. 362115, 0761100 I 100 I 100 I 100 
本は，輸入された穀物飼料を自己の系列化にある飼料メーカーに販売し，その
メーカーからの製品出荷はさらに全農系の流通組織や系列化された販売経路を
流通する形態をとっている。
ところで，飼料の流通支配を手中にした商社資本にとって同時に不可欠な市
場問題は，飼料需要のいっそうの増大をはかることであった。ここでは畜産農
民に対する体制的収奪過程が独占資本と国家の癒着のもとに整備されていっ
た。まず農政の基本政策は食糧需給の逼迫の緩和によって，畜産部門への選択
的拡大を農民に対し要請した。ことに60年代を通じ日米安保体制，アメリカの
ドル防衛，独占資本本位の貿易自由化や農基法の推進など，いづれも畜産政策
が国内での食料・飼料増産否定のもとに，もっぱらアメリカの余剰農産物たる
輸入飼料依存の畜産に傾斜した。とくに飼料依存度のもっとも高い養鶏部門が
商社資本の商品流通の滲透によって養鶏農家はますます加工的養鶏経営の性格
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を強め，養鶏農家にとってはさらに規模の拡大を迫られた。このため，養鶏農
家はこれまでの庭先養鶏から飼養羽数の増大へ転換を余儀なくされ，完全に飼
料資本の支配におさえられていったのである。養鶏部門に介入した商社資本は
たんに飼料の流通支配につきるものではない。飼料の流通支配がさらに飛躍的
に発展するためには，飼料依存度の高い養鶏部門のみでなく，さらにこれを畜
産部門全体に拡大せざるをえないし，また他方では畜産物そのものの流通部面
や加工部面や生産部面への介入から支配へ，さらに畜産物の種畜生産とその流
通への支配の領域をきりひらいていったのである。これを短的にいえば，商社
資本のもたらす資本の支配は，一方では畜産農家へ飼料を独占価格によって販
売することにより，他方では畜産農家から畜産物を価値以下の不等価交換によ
って購入し，消費者に独占価格で販売することによって独占利潤を収奪すると
いうこと，すなわち「販売と購買の両面からの畜産農家の搾取」 6)であり，収
奪である。商社資本の畜産物の流通部面の支配は，飼料の流通支配によって畜
産農家が収奪されたと同じように，その加工部門や販売部門を支配することに
より究極的には勤労的消費者の収奪を可能にする。畜産物の流通支配は，飼料
の流通支配がいっそう高度に進展するに応じて変化する。飼料の大量販売に対
応して畜産物たる畜肉の生産，加工，流通はそれだけいっそう大量化するから
商社資本は畜肉の販売や加工部面の大量加工と大量販売の必要性に迫まられる
ことはいうまでもない。
(2) 商社資本の食肉とその加工品の流通支配
つぎに，商社資本による食肉加工資本の支配，系列化についてみよう。
個々の商社資本は，輸入食肉を加工メーカーに販完することにより，あるい
は加工メーカーの製品を大量販売する流通構造を支配することにより，自己の
支配，系列のもとにおくのである。
6)伊東勇夫『現代日本協同組合論』御茶の水書房， 1969年， 327~8ページ。
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食肉加工資本と商社資本の関連は次の通りである。食肉加工資本はその原料
を国産畜肉と輸入肉に依存している。輸入牛肉は非自由化品目（輸入数量割当方
式）ではあるが，商社資本によって輸入される。その流通経路は図3-2にみられ
るように，すべて商社資本を経由して畜産振興事業団や日本食肉市場協同株式
会社に販売される。ところで，食肉加工用仕向け肉量は表3-7に示されているよ
うに，例えば昭和43年の構成比でみると，めん羊，豚および馬は9796を占めて
おり，昭47年でもこの 3 種別の構成比は96彩で殆んど変化してない。•また，食
図3-2 輸入牛肉配分ルートおよび配分事情（数値は昭41年）
??????????
（注）
表3-1 食肉加工用仕向け肉量 （単位：トン彩）
年次 1 計 I 牛 I 豚 I 馬 Iめん羊 iゃ ぎ
昭43 155,630 4,113 64,414 22,222 6(340 ,576 1,(0 305 (100.0) (2.6) (41. 4) (14.3) . 9) .8) 
44 177,818 6,147 69,222 23,256 77,724 1,469 
45 198,050 7,520 88,970 30,520 69,970 1,070 
46 204,930 6,800 92,690 32,580 72,170 690 
47 231,090 9(4,9.20 ) 10(435,9.30 ) 28,150 88,740 350 (100.0) (12.2) (38.4) (0.2) 
（出所）農林省統計情報部『食肉加工品生産量（沖縄県を除く）」 73年3月15日
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表3-8 全国食肉生産量の推移
こ l牛肉豚肉馬肉羊肉鶏肉 1 合 計
生産量 156,135t 504,667t 1, 199t 1,407t 240,017t• 913,427t 
輸出量 103 13 1 7 30 154 
41 輸入量 13,493 28 26,496 92,367 7,935 140,321 
計 169,525 504,682 37,694 93,771 247,922 1,053,594 
指 数 I100cm) I 100(48) I 100 (4) I 100 (9) I 100(23) I 100(100) 
生産量 146,641 556,760 11,934 1,437 291,958 1,008,730 
輸出量 16 73 251 340 
42 輸入量 13,793 1 22,179 97,539 8,400 141,912 
計 160,418 556,688 34,113 98,976 300,107 1,150,302 
指 数 195(14) ¥ 110(48) I 90 <s) I 106 (9) I 121 <26) I 109(100) 
生産量 160,215 520,242 14,115 1,233 328,254 1,024,059 
輸出量 16 71 2 5 82 176 
43 輸入量 13,503 10,484 32,926 109,262 16,204 182,379 
計 173,702 530,655 47,039 110,490 344,376 1,206,262 
指 数 I102c14) I 105(44) I 125 (4) I 11s (9) I 139(29) I 114(100) 
生産量 215,960 508,461 11,521 1,195 400,109 1,137,246 
輸出量 25 84 5 1 127 242 
44 輸入量 18,624 42,651 37,421 129,221 20,103 248,020 
計 234,559 551,028 48,937 130,415 420,085 1,385,024 
指 数 113sc11) I 109(40) I 130 (4) I 139 (9) 1 169(30) I 131(100) 
生産量 260,531 648,193 10,302 1,039 490,075 1,410,140 
輸出量 15 12 1 803 831 
45 輸入量 23,227 17,149 42,289 110,858 10,686 204,209 
計 283,743 665,330 52,591 111,896 499,958 1,613,518 
指 数 I1s1c1s) I 132(41) 1 140 (3) I 119 <1) I 202(31) I 153(100) 
生産量 275,902 752,774 9,406 885 536,169 1,575,136 
輸出量 16 18 5 ゜ 537 576 46 輸入量 41,572 27,204 37,147 130,072 27,162 263,157 計 317,458 779,960 46,548 130,957 562,794 1,837,717 
指 数 I1s1c11) I 155(42) 1 123 (3) I 140 c1) 1 221(31) 1 114(100) 
注 1. 生産量（枝肉）は厚生省統計，輸出入量は大蔵省関税局「日本貿易月報」によ
る。
2. 計は（生産量一輸出量＋輸入量）である。
3. 指数欄の（ ）は合計を100とした品別構成比である。
4. 羊肉は山羊肉を含む。鶏肉の輸入量には家きん肉，七面鳥を含む。
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肉加工用に仕向けられる馬肉や羊肉のほとんどは表3-8にみられるように輸入
に依存している。例えば昭46年の羊肉の輸入依存率は 100彩に近いし，馬肉は
80%である。そして羊肉の輸入先は表3-9にみられるように，ニュージランド
とオーストラリアの 2カ国で占めている。 したがって， 昭46年についてみれ
表3-9 主要食肉類の輸入状況
44 年 45 46 
数量l金額 数量 1金額 数量 1前年比1構成比1金額 1前年比
t 百万円 t 百万円 t ％ ％ 百万円 ％ 
牛 肉 18,624 5,678 23,227 8,025 41,572 179 100 16,183 202 
オーストラリア 15,062 4,409 20,123 6,505 36,959 184 89 14,241 219 
ニュージーランド 3,081 933 2,511 908 4,004 159 10 1,441 159 
豚 肉 42,651 18,624 17,149 7,534 27,204 159 100 11,220 149 
ア メ リ 力 28,983 12,583 7,589 3,215 14,264 188 52 5,286 164 
力 ナ ダ 1,965 1,143 2,930 1,647 9,265 316 34 4,155 252 
台 湾 6,047 2,816 4,533 1,843 1,933 43 7 931 51 
羊 肉 129,221 16,959 110,856 17,967 130,072 117 100 21,394 119 
ニュージーランド 97,683 11,188 66,725 10,284 72,046 108 55 10,107 98 
オーストラ））ア 31,537 5,771 44,111 7,675 58,023 132 45 11,284 147 
鶏 肉 19,648 5,283 9,692 2,621 26,530 274 6,395 244 
馬 肉 37,421 7,092 42,289 8,267 37,147 88 7,601 92 
大蔵省「日本貿易月表」による。
ば，羊肉の輸入量の55彩，馬肉の生産量の70彩が加工用に仕向けられている。
さて，食肉加工資本と商社資本は輸入肉と，商社資本の系列畜産資本7)の食
肉と密接に関連している。それは図3-3に示されているように，垂直的統合を
とっている。さらに，食肉加工メーカの製品は商社資本の系列下にあるスーバ
ーやチェンストア（表3-10)および食肉加工メーカーによって系列化されてい
る小売店やボランタリー・チェーンで販売される。メーカーのボランタリー・
チェーン結成状況は表3-11に示されているように，プリマハムのプリマ会は会
7)商社系の直営の畜産企業を指す。例えば図3-3にみられるように， 三菱商事のばあ
いのジャパン・ファームがそれである。
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図3-3 総合商社による畜産インテグレーション・システム
〈????〉ー〈????〉
消
＇ 
（注）科学技術庁資源調査会「飼料の需給と畜産経営に関する調査報告」
1970年9月より引用。
員4,800店，伊藤ハムの伊藤ハム会4,200店，日本ハムの日本ハム共栄チェーン
3,700店となっており，小売店の系列化が進んでいる。 このように流通の末端
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表3-10 主要商社の流通業との関係
487 
株式 1融資・商品 人材
保有 lJース供給 派遣 プロジェクト
西友ストアー ゜゜
福島冷凍食品
ジ ヤ ス コ ゜
｛ダイヤモンドシティー
ダイヤモンドファミリー
二 チ イ ゜長 崎 屋 ゜゜ ゜オ ケ ゜ ゜ 丹菱開発伊 勢 丹 ゜゜ダ イ 工 ゜゜ ゜西友ストアー ゜゜二 チ イ ゜長 崎 屋 ゜ ゜イトーヨーカドー ゜し•ヽ づ み や ゜ 八尾配送所東光ストア I― ゜ダ イ 工 ゜ ゜ジ ヤ ス コ ゜長 崎 屋 ゜゜イトーヨーカドー ゜゜ 伏見店，門真店
を開発
vヽ づ み ゃ ゜ ゜東光ストア ゜゜緑 屋 ゜゜ ゜゜十 字 屋 ゜゜ ゜゜ダ イ 工 ゜ ゜ 天神中央開発西友ストアー ゜
{1-西マグニン・ジャパン
友ミート，マイマート
二 チ イ ゜長 崎 屋 ゜゜ ゜
縫製工場
イトーヨーカドー
゜゜~\ づ み や ゜ ゜東光ストア ゜サ 二 ゜ ゜ 岩田屋と共同出資で設立ダ イ 工 ゜ ゜vヽ づ み ゃ ゜ ゜ 冷蔵庫計画中東光ストア ゜兼松江商 長二 チ
~, ニ： ,~ ロ崎
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住友商事ニ チ イ ー 一 〇 ーいづみ建物
いづみや 0 - 0 -
サミットストア 0 0 0 0 
トーメン I ダイ エーI ゜I I ゜I I 長崎屋ー 0 - -
蝶理Iダイエ―IO I― I゜l― Iジャスコ―- 0 0 
日綿実業1イダトー イヨー エカ,_ー1-゜I -I 0 ゜I -I 
長崎屋ー 0 0 -
（出所） 「日経流通新聞」 1973年1月5日。
表3-1 ポランタリー・チェンの結成状況
結成年月 I V C組織名 I 
昭37.7 東 畜 会
39. 4 プリ マ会（会員4,800店）
39. 5 グリコ畜産会
40. 8 ニッセー会
40. 9 伊藤ハム会（会員4,200店）
41. 5 日本ハム共栄チェーン（会員3,700店）
41.11 アンデス会
42. 1 ケンコーVCグリープ
42. 4 タケダハムチェーン会
メーカー名
東京畜産
プリマハム
グリコ畜産
須藤商店
伊藤ハム
日本ハム
アンデスハム
ケンコーハム
タケダハム
（出所）農林中央金庫『農林金融』 1968年1月， 107ページに会員店数を追加。
を加工メーカーがさらに系列化することによって，加工食品のみならず，生肉
の販売もいっそう拡大することが可能であるから，表3-12にみられるように生
肉販売比率は年々上昇し，プリマハムの場合60%を超えている。いうまでもな
表3-12 食肉メーカーの生肉販売比率（生肉売上額／総売上額） （彩）
昭42 44 45 46 47 
日本ハム 36.9 58.8 50.2 52.6 
プリマハム 45.0 53.9 61. 0 61. 0 
伊藤ハム 38.2 45.9 48.8 47.8 
（注）各社の「有価証券報告書」より作成。
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く，このような傾向は次のことにも関連している。一般的に農産物の加工はエ
業製品に比べ付加価値の形成が極めて低く，製品原価に占める原料価格の比率
が高いから加工資本にとっての主たる関心は原料集荷の過程と製品過程に集中
し，原料把握としての流通にあるといえよう 8)。また，食肉加工メーカー大手
3社（伊藤ハム，プリマハム，日本ハム）のシェアは， 1965年の35%から69年には
約50%へ立さらに72年の大手 5社（伊藤ハム，日本ハム，丸大食品，雪印アンデス
食品）のシェアは60%を超えているものと推定されている 10)。
このような結果をもたらした流通構造における商社資本の流通支配は産地直
結方式という流通形態，すなわち流通バイパスといういわば中央卸売市場を全
く経由しないのである。その食肉流通のシェアを，表3-13についてみれば，ス
表3-13 産地直結ものの主な仕入先
? 生
仕入先
野
?
社
果 物
食
?
? ?
?
???
?ェー
???????????
?
?
??????
? ?
?
?
?
ー ?
?????? ?
???
?ェ?????? ?? ??? ?
?
20. 7 
20.7 
17.2 
20.6 
17.6 
17.6 
協
26.1 
26.1 
21. 8 
35.0 
25.0 
20.0 
?
協
出荷組合
???
?
?
?
???
―――?
??
生協連
産地商人
社
シェア
??????????
20.8 
13.2 
13.2 
20.3 
18.8 
14.5 
23.1 
23.1 
23.1 
21. 8 
17.4 
17.4 
（出所） 経済審鏃会流通研究委員会編「これからの流通』日本経済新聞社1973年， 246ペ
ジー。
8)竹中久二雄『契約農業の経済分析』未来社， 1967年， 203ペー ジ。
9)高橋伊一郎「食肉経済」日本評論社， 1972年， 147ペー ジ。
10)日本経済新聞， 1973年6月23日付。
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ーパー・チェーンや生協の仕入れ先のそれぞれのシェアは26彩， 23%を占めて
いる。他方では，後述するように，商社資本は産地に進出し，系列飼料メー
カーの飼料の販売を拡大することによって，生産される畜産製品の全量をスー
パーや加工メーカーやその系列の小売店に直結するだけでは売り捌きができな
いから，その残量は卸売市場に出荷される。例えば，東京市場への豚肉出荷量
の70形は飼料会社系列によるもので，それはメーカー豚とも呼ばれ， 46年4月
現在でメーカー豚を出荷する飼料会社は15社で，大手は月間5,000頭を出荷す
る。しかも，豚の品質がよく上物比率が60彩を占めており，こうして東京市場
は事実上（質量とも）メーカー豚に牛耳られているといわれているのである11)。
このように商社資本は飼料の輸入から販売までと，飼料を原料として生産さ
れた畜産物の生産から加工，販売までのいわゆる飼料と食肉のワンセット方式
による大量供給と大量販売，飼料については畜産農家，食肉については畜産農
家と加工メーカーのいづれの流通経路からも一貫して流通構造に介在すること
によって食肉流通部面における独占的地位を確立している。
ところで，さきにも触れておいたように，商社資本は単に流通構造の支配に
とどまらず，さらに系列化された融合的自立性をもった金融資本をバックにし
た巨額な資金力と強大な情報収集力，販売力，豊富な人的資産，組織力，変化
への対応力，あるいはデベロッパー機能を最大限に有効かつ適宜，速断的に畜
産部門への進出をはかったのである。それは畜産をこれまでのような小農的畜
産経営から大規模な資本と設備と経営技術を集中化した工業的畜産経営へと形
態転化をおこなうことによって，零細畜産農家を脱離させ，あるいは農民層の
分解を押し進めながら農業に直接無縁な巨大資本が，資金力と資本力にものを
いわせて畜産工場の進出をおこなったといえる。商社資本による畜産のインテ
グレーションの実態がまさにそれである。
11)インテグレーション研究会編『商社資本の農業進出』， 121~122ページ。
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(3) 商社資本による畜産部門のインテグレーション
491 
これまで明らかにしたように，畜産部門の流通構造を支配した商社資本は，
たんに流通部面の支配に留まらず生産部面へ進出した。その進出形態は，商社
資本を中核とした加工資本，飼料資本，種畜資本，食肉資本，食品資本など
の関連企業の資本の集中を基礎とする企業集団としである。その進出年次のも
っとも集中しているのは，表3-14に示されているように，まずプロイラーにつ
いては40~42年の41社でそのうち契約型が32社を占めている。採卵鶏は， 43~
44年の19社で，そのうち直営型が14社を占めている。肉豚は43~44年の16社で，
そのうち直営型が5社を占めている。肉牛は45年以降が10社で，うち匝営型が
8社を占めている。ところで進出年次の集中化傾向を畜種別にみれば，プロイ
ラーが40~42年，採卵鶏と肉豚が43~44年，肉牛が45年以降となっており，飼
料消費量の依存度の高いものから低いものへとその進出が拡大している。また
営業形態でみると，プロイラーでは契約型が73形，採卵鶏は直営型69彩，種鶏
は直営型が7596,種豚は直営型が57.~る，肉豚は直営型が50,Slる，肉牛は疸営型が
82,9; るを占めている。しかしこれは生産集中度ではなく，たんに企業数を示して
いるにすぎない。
さて，商社資本は，畜産部門のインテグレーションをどのようにしてシステ
ム化しているであろうか。それは， 図3-4に示されているように，既存の流通
構造と全く異質な形態をとっているということである。そのもっとも特徴的な
ものの 1つは，その 1部分を除けば流通市場を全く経由しないということにつ
きる。商社資本は，これまでのような小農制を前提にした流通構造の弱点を見
事についた独自の流通バイパスを形成することによって，またそのような流通
バイパスを拡大することによって，独占利潤を安定的に確保することを可能に
している。
プロイラーと養豚の商社資本を中心とするグループ別のインテグレーション
は表3-15および表3-16に示されているように，飼料の生産から供給，畜産から
加工処理，販売にいたるまで一貫したシステムのもとに有機的に統合化されて
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表3-14 農外資本の年次別・形態別進出数
ミ畜種営業形態 以昭35年前 36~39 40~42143~44 翌は 不明計（割合）
ブ 契約
， 21 32 24 ， 31 126(73.2) 
ロ 直営 1 3 7 7 6 ， 33(19.1) 
イ 兼営 1 4 2 4 2 13(7. 6) ラ
I 小喜 I 11 2s 41 I 35 I 15 42 112 
（害1) (6. 4) (16. 3) (23. 8) (20. 4) (8. 7) (24. 4) (100. O) 
採 契約 1 2 4 11 18(26.9) 
直営 2 5 ， 14 4 12 46(68. 6) 
卵 兼営 1 1 1 3(4. 5) 
鶏
小喜 I s1 7l 9I 19I 5I 24I 67 （印J (4. 5) (10. 4) (13. 4) (28. 4) (7. 5) (35. 8) (100. 0) 
種 契約 1 2 1 1 5(25.0) 
直営 4 2 5 3 1 15(75.0) 
兼営
鶏
小合計） I 5 1 I (20. o5 l (30. 0~I (20. o5 l (5. o5 I 20 (100. 0) （割 (25.0)
種 契約 2 2(28.6) 
直営 4 4(57.1) 
兼営 1 1(14.3) 
豚
小（割合計） I I I I I cioo. ぶI 7 (100. 0) 
肉 契約 1 2 
， 2 4 18(39.1) 
直営 1 1 5 5 5 . 6 23(50.0) 
兼営 1 2 2 5(10. 9) 
豚 小合計） I 1 2 I s I 16 9 I 10 I 46 （卯J (2. 2) (4. 3) (17. 4) (34. 8) (19. 6) (21. 7) (100. O) 
肉 契約 2 2 4(14.8) 
直営 2 4 2 8 6 22(81. 5) 
兼営 1 1(3.7) 
牛
小（割合計） I (7. 4~I (14. s5 I (14. s5 I (37. 器I(26. gjI 21 c100. o) 
酪 契約 1 21(12. 5) 
直営 1 2 2 2 7(87.5) 
兼営
農
小（割合lt） 1 I c12. 55 I (25. o5 I (37. 0~I (25. o5 
8 . 
(100.0) 
総合計 I I I I I 1347 
（出所）吉田寛一編著「畜産物市場と流通機構」農文協， 1972年， 378ページ
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図3-4 現時点におけるプロイラーインテグレーション
いる。また，商社資本は巨額の資本をこれに集中化させることによって，その
生産の集中度は必然的に高まらざるをえない。例えば，表3-17に示されている
ように，三菱商事の場合，ジャパン・ファーム（昭和44年7月設立）の資本金は
10億円で，その事業費は200億円という巨額な資本が投下されている。 その規
模についてみると，プロイラーは， 常時160万羽飼育，月産54万羽という直営
農場をつくりあげ，肉豚は現在，種豚1,000頭，肉豚6,000頭を飼育し， 3年以
内に年間10万頭（日産300頭）の生産を目標にして事業拡大を着々と進めている
といわれてい12)。例えば， ジャパン・ファームのインデグレーションの系統
図は図3-5に示されているように，統合された個々の企業との流通段階に三菱
商事が介入しているということが特徴であり，このことによっても巨額の流通
マージンを段階ごとに獲得するが可能といえよう。このように，かって 1農家
の経営体が農業部門の一分野にこれ程の巨額な資本投下を経験したことがあっ
12)宮崎宏『農業インテグレーション』家の光協会， 1973年， 86ペー ジ。
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表3-15 プロイラ＿インテ
ひ な
グループ名 系列飼料
品種名＼原種鶏場 1 有力系列ふ化場
三井物産 日本配合飼料條 ＼アーバーエー 日本アーバー 1蛛沼尻ふ卵場
カー エーカー棘 （茨城）
伊藤忠商事 Iアミノ飼料棘（河田飼 コプ コプジャパン大野ふ卵場
料，昭和産業） （埼玉）
＝菱商事 I菱和飼料腕（日本農産工 ヒ。 東チ（）西産業條ー 業） ルチ 日本ヒ゜ル森ふ卵場
丸紅飯田 丸紅飼料畜産蛛，丸紅飼 チ ンキー 日本チャンキ 福田種鶏場
料，日産丸紅 ヤ 一聡 （岡山）
東 食＼協同飼料，中部飼料，舟 デカルプ 1東食デカルプ＼霞浦ふ卵場，
入糧工 蛛 石田鶏業
日本農産＼日本農産腑 ヒ°ルチ 1瀬戸内種鶏場
大洋漁業 林兼産業，大洋飼料 ：魯ンバー ・:::t I I 
日商岩井 ニップン飼料蛛 グビルチ，キン 東西産業蛛 I ー(プビ）ルチグル
日清製粉 1日清飼料棘 Iインデアンリ 1脚イデオ I (ハイライン
バー，ビルチ グループ）
住友商事 住友飼料，清水港飼料 ギャリソン 1住友商事，鬼 1渡辺三郎ふ化
怒川農場 場（栃木）
鮒忠 l 
東 急東急エビス産業棘 I -
協同飼料 1協同飼料蛛 I 
計 I
参（全販連）考 I 
（注）取扱シェア算出の出荷羽数は 43年度180百万羽 (42年度171百万羽X105彩）と推定
竹中久二雄「Broiler-integrationの現状」を中心に補足作成
（出所）インテグレーション研究会編「商社資本の農業進出」全国農業会議所， 1972年，
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売
処 理 加 工
Iグループの出 1取扱有力販売会社 荷羽数（年間） シェア
全国畜産昧 20百万羽I 彩第一冷蔵棘 11.1 
遠州プロイラー，甘竹プロイ 1東京畜産サービス，プリマ I
ラー，プリマハム ハム，西友ミート
15 I 8.3 
北海道::~ 菱東プロイラ 1日本ハム，西友ストア，鳥
15 I 8.3 ー，藤 イラー，東洋畜 喜愛ー食鳥産ファーム， 日本プロイラー ， 二
南九州食品，兵庫チャンキー I~~丸紅商事，ダイエース 1 14 I 7.8 
大竹プロイラー，東洋プロイ 1東洋プロイラー，東食ブロ I 
フ-ー イフ-ー
12 I 6.6 
福岡食鳥，三栄プロイラー， 福岡食鳥， 三栄プロ、イラ
12 I 6.6 日本鶏卵 ー，日本鶏卵
大洋食鳥棘 I 日本食鳥昧 I 8 I 4.4 
スエヒロ・ブロイラー Iスエヒロ・プロイラー，伊
藤ハム系
6.6 I 3.6 
アサヒ・プロイラー アサヒ・プロイラー I 6 3.3 
マルホ食品，伊達物産 サミットスーパーチェー 1
ン，マルホ食品，伊達物産
6 3.3 
鮒忠東京工場 鮒忠 5.4 I 3.0 
岩槻プロイラーセンター I東急エビス直売所
I 5 I 2.7 尼崎プロイラーセンター （中央食品，東横食品）
みやまプロイラー（群馬）他 紅の国屋食品陳 I 3.6 2.0 
128.6 71. 4 
I (9) (5.0) 
した。
96~7ページ。
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表3-16 商社の養豚インテ
規 模 な
グループ名 場 所 主となる畜産会社
第 1 次
三井物産 岩手県 花巻畜産設立44.9 現在肥育豚年間出荷3~4,000
花巻市 資本金1,000万円 頭（常時1,000頭）
（三井物産40彩，雷印食品
40彩，養豚組合20%)
伊藤忠商事 茨城県 1霞浦畜産設立27 現在肉豚年間出荷3~4,000頭
土浦市 （系列化38) 資本金2,000 (44/6~46/3) 
万円（富士製油96%, その 種豚年間出荷2,000~3,800頭
他4%) (44/9~46/3) 
日商岩井 長野県 日信畜産設立44.8 現在肉豚年間出荷
上田市 資本金2,000万円 3,000頭（常時1,000頭）
（日商岩井35彩，信州ハム 子豚生産年間900頭
50彩，ニップン飼料10%, （長野県東信地区）
大阪信州ハム 5彩） 6.6万m町常時種豚50頭）
三菱商事 東京都千代 ジャパンファーム 九州地区鹿児島県大口市に45
田区丸ノ内 設立44.7 年4億3,000万円投資（畜産団
資本金授権10億 地構想）種豚1,000頭
払込み2億5,000万円
（三菱商事40彩， 日本農産，
日清製粉， 日本ハム，菱和
飼料各15彩）
トーメン 茨城県 茨域ファーム 肉豚年間出荷5,000頭， 種豚
石岡市 設立40.4資本金2,000万円 常時250頭
（茨城飼料60彩， トーメン
40彩）
住友商事 1栃木県 1嵐 営 I SPF豚導入 3カ年
鬼怒川 40億円投資
（出所）表3-14に同じ， 388~9ペー ジ。
かっ
資本の集中の当然の結果として，畜産物の生産集中度はいっそう増大してい
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ど （計 画）
特 記 事 項
計 画 達 成 時
肉豚年間出荷1万頭（常時5,000頭），種豚 ①販売は雪印食品花巻加工場でハム・ベー
年間100頭 コン，枝肉は包装し提携スーパーへ
R物産の加工，販売は主としてゼンチク，
魚カスーパー，西友ストアー， サンコ
ー，東京ボランタリーチェーン
48年まで年間出荷1万頭，種豚7,500頭 ①肉豚600戸農家への委託飼育を集約大型
化し，一部直営方式に切りかえる（管理
農場方式）
②福崎へも進出中
⑧販売はプリマハマと芝浦ヘ
④ 46年からSPF導入
年間出荷 1万2,000頭（常時1万頭）投資 販売は信州ハムと大阪信州ハム，スーパー
8億円 4~5年間計画20万頭投資40億 ヘ
円
48年まで肉豚年間出荷10万頭（常時6万頭） ①直営の大農湯の構想（母豚は直営が主力）
子豚は直営と委託飼育を併用（原種豚，種 ③販売は日本ハム，西友ストアーその他
豚年間10万頭）
処理場，加工場を建設
肉豚年間出荷1万頭 (1~2年計画） ①現在は試験農場としているが，将来は大
茨城，東北一貫経営農場事業費30億円直営 農場建設も
20%, 預託80彩5カ年計画で肉豚年間出荷 ②販売は指定屠場だが，今後は伊藤ハム，
12万頭へ 西友ストアー等へ
10万頭飼育 Iサミットストア，オーケーミートと結合
たであろうか。例えば，表3-15に示されているように，とくに40年以後プロイ
ラーの生産の急増によって，鶏肉総生産量の70彩以上を商社資本によって占め
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図3-5 ジャパン・ファームのインテグレーション
（海外）
???????
（国内）
種
豚
????
（出所）宮崎宏『農業インテグレーション』家の光協会， 1973年， 87ページ
られている。また肉豚についてはすでに述べた通りである。
すでに示され， くり返し述べてきたような巨大商社資本の畜産部門への進出
の拡大化は， さらに投下された資本の回収のいっそうの加速性が要請される。
このような資本の回転は，生産期間と流通期間によって規定されるが， ここで
はとくに生産期間についてみておこう。畜産の場合についてこれをみると，
?
れは畜産物の成育期間によって決まる。畜産の成育期間はさらに，給与飼料と
その効率性によって規定される。そのために育成期間を短縮化するために配合
・混合飼料には
といわれている。
「薬づけといわれるほど多様な添加物がまぜられている 13)」
ことに短期間に肥育し，出荷するために繁用されている抗生
物質は，発育促進効果があることから飼料添加物プームをまき起こしたほどで
あるが， しかし， その薬理についてはいまだ明確でないところが多い14),
?
いわれている。また， アメリカでは近年牛肉の値上りが問題になった。 その要
因の 1つに，牛肉の生産量の低下によるものとされているが， その理由は，食
13)立川涼「高まる食料不安とやせる大地」『経済評論』 1973年9月号， 127ページ。
14)亀高正夫編著『飼料の実際知識』東洋経済新報社， 1970年， 208ページ。
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表3-18 商社のおもな海外農業開発（計画段階のものも含む）
社 名 I 地 名 I 事 業 内 容
ラ（ ンポン 合弁会社「ミツゴロ」でメイズ栽培
インドネシア）
ジ ヤ ワ 米増産のビマス・ゴトンロヨンに参加
三井物産 （インドネシア）
西オーストラリア 肉牛中心の総合開発， 日豪米共同，
58万ha,46年8月から 1万2,000頭
韓 国 慶北畜産設立， 45年9月からプロイラー開始
三菱商事 Iジ ヤ ワ 1ビマス・ゴトンロヨンに参加
北スマトラ メイズ栽培
丸紅飯田 ス ダ ン 綿花，メイズなど
アフガニスタン 総合開発
I メイズ，マイロ
肉牛，シドニーの北に810ha,2, 000頭
オーストラリアF.J.ウォーカー社と合併「ア
伊 藤 忠 西オーストラ））ア バディーン・フィードロット社設立」 (1972.
4) 
授権資本20万ドル，伊藤忠40彩
47年400頭チルドで輸入， 50年に800頭計画
日商岩井 Iラ ン ポ ン 1メイズ
オーストラリア 200ha確保
住友商事 ジ ヤ ワ カピン社と合併で米栽培
タイ，フィリピン バナナ，プランテーション
南（ スラワェシ サマシ・トレーディング社と提携しメイズ栽
インドネシア） 培トーメン
（ダオー ウーィン））南ア方） マイロ，メイズストラ
オーストラリア 日系人と提携， 2農場， 4,000ha,
東 食 ヘレフォード2,000頭
カンボジア カンボジア政府と合併でメイズ栽哉
南方開発物産 プ ラ ジ ｝レ
• 三菱商事・ 肉牛牧場を経営丸紅飯田など
出資 パラグアイ
（出所）吉田寛一編著「畜産物市場と流通機構」農山漁村文化協会， 1972年， 405ページ
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品・薬品管理局が，発育促進のDES(diethylstilbestrol)の使用は，ガンの誘
発をまねく疑いがあるとし 4月から禁止したことにある15)といわれている。
また，富山県では乳牛用の飼料として新しく開発された石油合成飼料（ハイラ
ック14,.1ヽ イラック18)に有機合成化学飼料「ダイプ」を混ぜあわせた配合飼料
によって200数頭の乳牛が死亡または下痢の被害が起ったという事件16), ある
いは崎形牛の出産などもあちこちで起ったことは記憶に新しい。
このように，資本による畜産のインテグレーションは，そのことによって，
かれらに独占利潤をもたらすだけに留まらず， そのシェアのいっそうの拡大
は，市民の食生活のうえで重要な動物性たん白の摂取源ともなっている食肉や
その加工食品を公害食品化しないという保証はどこにもない，といってよいだ
ろう。「大資本の農業，それは生物学的生態学的原理を無視した工学的発想の
技術を展開する17)」ことによって量的にも質的にも極めて憂慮すべき必然性
をともなって進行している。
また，商社資本が畜産部門に進出をますます拡大させるに対応して，飼料輸
入の必要性はいっそう増大していくことは明らかである。すでに， 巨大商社
は，表3-18に示されているように海外の農業開発にも積極的に進出しているこ
とも付記しておこう。
4 む
? ?
商業独占による畜産部門のインテグレーションの進展は，生産部面であれ，
加工部面であれ，流通部面であれ資本の運動法則の一環として登場していると
いうことは，すでに明らかにしてきた。
ところで，市場構造を支配し，系列化し，従属化する商業独占といえども，
15) H. E. Meyer. The Baffling Super-Inflation in Meat, Fortune, July 1973, 
p.185. 
16)朝日新聞， 1973年6月28日付。
17)立川涼，前掲論文， 128ページ。
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その市場行動は生産によって規定されることはいうまでもない。畜産部門の市
場構造の支配を可能にした条件とは， 1つにはまず差当り小農制を基盤とした
独立小生産者であったということ，すなわち非独占的生産部門であるというこ
とである。その2は，それゆえにこそかれらの生産物は流通部面での市場機構
においては価格決定が需給調整機能の欠如とも関連して，その不安定性や乱高
下性18)におかれているのである。 このような条件は， 商業独占にとって流通
収奪をいっそう可能にし，また生産部面への進出を可能ならしめ，したがって
資本による支配をもっとも有利に展開しえたといえよう。また，そのことによ
ってかれら独自の流通バイパスを形成し，非独占部門よりもいっそうすぐれた
流通支配を獲得しえたのである。そればかりではない。非独占部門に比ぺいっ
そう有利な点はこうである。かれらが消費する飼料は原価で自己調達すること
ができるし，多段階にわたって流通する畜産物の流通コストは系列化されるこ
とにより流通マージンとして独占利潤化され，あるいは生産コストは契約型生
産であれ直営型生産であれ徹底的な合理化や機械化や技術導入によって引き下
げ搾取体制を整備，強化するのである。資本の運動法則がそこに貫徹する。
もちろん，商社資本の畜産部門への進出の背景には，商社資本と金融資本あ
るいは産業資本との癒着もさることながら高度蓄積による過剰資本をここで明
らかにしたような諸部面においてその一部分が処理されてきた側面も看過する
わけにはいかない。
このようにして，独占資本による畜産部門への滲透はいっそう拡大していっ
たといえる。だがしかし，この拡大は資本主義の限度内での量的変化を示すに
すぎない。そして，資本の量的変化は質的な変化をもたらさずにはおかない。
資本は自からが播いた自己矛盾の種を自からの手で刈りとらねばならなくなる
必然性に陥いる。このことを資本の畜産部門の支配によって明らかにしたので
ある。
18)この点についての詳細は，中山樺雄「流通経路と価格形成」『熊本商大論集』第37号，
6~10ページ参照。
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